







WTO(世 界貿易機 関)は 、 自由貿易の推進を 目的 と して、GATT(関 税な らび に貿易 に関するr
般協定)な らびにそれを補完す る貿易 協定 を多国間で締結 し、紛争処理 を円滑に行 うための機関 として
1995年に設 立 され た。原加盟国は128カ国であったが、WTO設 立後に17カ 国が加 盟 し、2004年4月
現在、加 盟国は147カ国に達 してい る(wTOに ついての基本データは、http://www.mofa.go.jp/
mofa'/aiko/wto/data/att/ii.htm1;htt://www.wto.or/を参照)。
冷戦時代においては、GATTは 西側資本主義 諸国の経済協定 とい う性格 を持ってお り、社会主義諸
国の多 くはGATTに 加 わっていなか った。例外 は、ハ ンガ リー、ポー ラン ド、ルーマニア、ユーゴス
ラビアの4カ 国で ある。 その うちハ ンガ リー、ポーラン ドは、東欧 の経済改革先進国であ り、ル ーマニ
ア、ユー ゴス ラビアは東欧 にあ りなが らソ連の影 響圏か らはずれてお り、いずれ も比較的濃密な経済関
係 を西側 諸国 との間に取 り結 んでいた。
1989年の東欧革命後 、チ ェコ、ス ロヴァキア、ス ロヴェニアがい ち早 くGATT加 盟 を果た した。
い くつかの移 行経 済諸国は、WTO設 立後に加 盟 している。 アジアでは、中国、モ ンゴル、東欧では
アルバ ニア、アルメニア、ブルガ リア、ク ロアチア、マケ ドニアごそ して、旧 ソ連諸国では、エ ス トニ
ア、 リ トアニア、ラ トヴィア(バ ル ト三国)、グルジア、キル ギス、モル ドヴァ、アル メニア(以 上4カ
国はCIS加 盟)が そ うである。
さらに、現在 、加盟 交渉 中の移 行経済諸国が9カ 国あ る。 アジアではベ トナム、東欧 ではボスニア ・
ヘ ルツ ェゴ ヴィナ、旧 ソ連諸 国ではアゼル バイジャン、ベ ラルーシ、カザフスタン、 ロシア、 タジキス
タン、 ウク ライナ、 ウズベ キスタンである。




とするこ とは 自然 な ことである。 また、WTO加 盟国側 か らしても、移行経 済諸国 がWTO協 定に従 う
貿易パー トナー となる ことは望ま しい。
移行経済諸国の中で、中国を除けば最 大の経済力を持つ ロシアの加盟交渉は、1993年の加盟 申請か ら
10年以上 を経 過 して もまだ終結 していないが、最近 になって、2004年度 中には交渉が終わる とい う見通
しが強まってきた。
ロシアのWTO加 盟が この よ うに遅 れた原 因のひ とつは、 ロシアの政府 ・財界が 、WTO加 盟は ロシ
アにとって必ず しも有利 でない と考 えて きたか らである。
そこで、本稿 は、WTO加 盟 がロシア経済に与える影響 について検討 しよ うとす るが、その前提 とし
て、ロシアの貿 易構造 の特 徴を簡単に見てお く必要がある。
?
ロシアの貿易構造
まず 、相手国別貿易額(表Dを 見 ると、① かっ て ソ連 を構成 していたCIS諸 国 との貿易上のつなが
りは依然 として密接で ある こと、 しか し、②CIS域 外諸国 との貿易の ほうが大きな比重を占めるよ う
になってお り、③そのなかでは、かって コメコンに組 み込まれていたポー ラン ド、ハ ンガ リー との貿易、
同 じく社会主義国で あった中国 との貿易 も重 要だが 、④ ドイツ、イ タ リア、米国など西側先進 国 との貿
易 も同 じく重 要であるこ とがわか る。
次に貿 易商 品構成(表2)を 全体 としてみ ると、鉱 物、金属、宝石等 、主 と して天然資源を輸 出 し、機
械 、装置、輸送手段等の工業製品 と食 料 ・農 業原料 を輸入 しているこ とがわか る。
貿易商品構成 を対CIs域 外諸国貿 易(表3)の 場合 と、対ClS諸 国貿 易(表4)の 場合 とに分けて
見ると、両者 の相違 は歴然 として いる。 すなわち、対CIS域 外諸国貿易では、鉱物、金属、宝石等 、
主 として天然 資源の輸 出の比率が76.7%、機械 、装置 、輸送手段 、化学製 品、ゴム等工業製品の輸入の比
率が57.1%に達 してお り、原料 輸出 ・製品輸入 とい うPシ アの全体的な貿易構造の特徴がよ り顕著に現
れ てい る。 これに対 して対CIS諸 国貿易では、機械 、装置、輸送手段 、化学製品、ゴムの輸 出が310/・
と比較的高い ことが わかる。
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表1相 手国別貿易額(2002年、'百万 ドル)
相手国 輸出 輸入
CIS域 外諸国 90545.0 35921.0
イギ リス 3803.0 1117.0
ハ ンガ リー' 2167.0 512.0
ドイ ツ 8035.0 6586』





ポー ラン ド 3719.0 1297.0
スロ ヴァキア 2032.0 158.0
米国 3983.0 2972.0
トル コ 3351.0 727.0
フィンラン ド 2925.0 1274.0
フランス 2191.0 1515.0
スイ ス 2309:0 417.0
日本 1803.0 979.0
C工S諸 国 15609.0 10232.0
アゼルバイ ジャン 277.0 86.2
アル メニア 94.5 56.4
ベ ラルー シ 5922.0 3977.0
グルジア 9L'4 68.9
カザ ブス タン 2412.0 1945.0
キルギ ス 104.0 74.1
モル ドヴァ 269.0 281.0
タジキスタン 67.9 69.5
トゥル クメニスタン 143.0 32.0
ウズベ キスタン 889.0 343.0








食料 ・農業原料(繊 維製品を除く) 2.6 22.5
鉱物 55.2 3.7
化学製品、 ゴム 7.0 16.7
皮革 ・毛皮 製品 0.3 0.5
木材 ・パル プ 4.6 4.3
繊維製品、・靴 0.8 6.3
金属 、宝石 18.6 6.4




表3対ClS域 外 諸 国 貿 易 の 商 品 構 成(2002年 、%)
輸出 輸入
食料 ・農業原料(繊 維製品を除く) 1.8 23.9
鉱物 56.9 1.1
化学製品、 ゴム 6.4 17.8
皮革 ・毛皮製品 0.2 0.5
木材 ・パルプ 4.9 4.4
繊維製品、靴 0.6 4.4
金属 、宝石 19.9 5.0




表4対ClS諸 国 貿 易 の 商 品 構 成(2002年 、%)
輸出 輸入
食料 ・農業原料(繊 維製品を除く) 7.1 17.2
鉱物 45.4 12.8
化学製 品、 ゴム 10.3 12.9
皮革 ・毛皮製品 0.6 α4
木材 ・パル プ 3.3 4.3
繊維製品、靴 2.2 8.5
金属 、宝石 10.8 11.2







WTO加 盟 が ロシア経 済に与え る効 果を予測 した文献は多数 ある。ロシアで発表 され た もの(A6anKMH,
2002;AneluuIH,2002;刀aHKBepT,2002;norroB,2002;KBaHeHxo,2003;IleTpaKoB,2002;
npMMaKoB,2002;PAHnHHC,2002;HB朋H,2002;HapoAHoexo3HticrBoPoccllHByenoBHflx
lellPOBotiKOHKypeHIUtn,2003)の中で 、最も普及 してお り、かつ詳細 と思 われ るのが 、ロシア科学アカ
デ ミL-一一と全国投 資促進 会議が共同で作成 した報告書 『ロシアのWTO加 盟の国民経 済上 の結果』(2002
年)で ある。
他の 多 くの ロシア文献 は、この報告書 のデー タを基礎 に していた り、あるいはこの報告書 と無関係に
書かれてはい るが予測内容に大 きな差はない(「独立社会政策研究所 」に よる報告書 は内容的 に相 当異な
るが、 これ は経済 ではな く社会 に与 える影響 に焦点 を当て たものである。HllCR,2003.経済的影 響が
社会的影響か ら切 り離 され て論 じられ ている ところに問題があ るが、本稿 ではその こ とには立ち入 らな
い)。ロシア以外で発表 された文献(梅 津、2002。遠 藤、2002。金野、2002a。金野、2002b。酒井、2002。
Chowdhuy,2003;Grinberg,2004;Hishow,2004)でも、 この報告書 と大 きく異な る予測 はされ てい
ないよ うであ る。
そこで、 この報告書 の内容 を中心 として、WTO加 盟が ロシア経済 に与える影響 の検討 を行 うこ とに
する。
(1)経 済 成 長 率 へ の 影 響
まず 、輸入 関税率 の引き下げが経 済成長 に与 える影響 についてみる。
WTO加 盟 によ り輸入 関税率 を引き下げなけれ ばな らないが、その引き下げ方では 「極端 シナ リオ」
(extremescenario)と「最適 シナ リオ」(optimalscenario)の2っが検討 され ている(表5、6)。 極端
シナ リオ とは、加盟 直後 か ら関税 率を徐 々に下げていって10年後 に譲許税率に達す るシナ リオ、最適 シ
ナ リオは、2002年時点で ロシアの交渉団 が主張 してい たもので、国内生産者 の保護 が必要な商品にっい
ては、加盟後 、関税 率をあげ、それか ら下げていき、IO年後に譲 許税率 に達す るシナ リオで ある。
報告書によれ ば、いずれ のシナ リオで も、輸 入関税 率の変化がマク ロ経済の動態 に与える影響 は、G
DPの1%引 き下げである。最適 シナ リオ を採用すれば、当初、GDPが0.6%上 が る。輸入 関税 をあげ
ることによ り輸入が2.7%減少す るので輸入代替が起 こるか らである。
輸出への影 響はもっ と小 さい。第1に、輸出の3分の2を占める燃料 ・原料は、世界市場 において現在 で
も特別 な制 限を受 けていない。第2に、残 りの3分の1にとって も貿易条件は変わ らない。 とい うのは、ロ
シアは大体 において、WTO加 盟 国が加盟国間 の貿易 に適応 する通常の関税率 を適応 されているか らで
ある。
ただ し、WTO加 盟は、 ロシア に対す るダン ピング制裁の見直 しの根拠になる。 ダンピング制 裁によ


































































































































































































(3)サ ー ビス 業 へ の 影響
ロシアのサー ビス部門は まだ生成段階にあ り、急 速な拡 大のための資源が明 らかに不足 してい る。 ロ
シアの人 口1人あた りサー ビス生産額は(対 比価格で)年3000ドル 以下で あるが、米国ではそれは2万5000
ドル 、西欧 と 日本では1万5000から1万6000ドル である。WTO加 盟 は、世界 的経験の利用 、高度 な市場
的 ビジネ ス文化の習得 、最新の技術 ・方法 と国際的サー ビス標準 ・基準への移 行の可能性 を拡大す る。
最 も心配 され るのは 、強 力で経験 豊かな外 国の競争者に よる市場制圧の脅威 、最 も有利 なセクターで
の彼 らの地歩 の確立、 ロシアの労働 力の最 も優秀 な部分の彼 らによる占有な どである。 実際、す べての
ロシア市場 はあ らゆる基準か らい って弱 く、市場 支配 の喪失 に関する懸念には完全な根 拠が ある。
しか し、現状 でもサー ビス市場 を競争者が支配す る ことはそれ ほ ど困難な ことではない。 だがそ うな
ってはいない。外 国の競争者を 当惑 させてい るのは、 ロシアの非 常に良 くない全般 的投資環境、な らび
に、市場環 境 と競争 の未 成熟のた めにい くっかのサー ビスに需 要がない こ とで ある。 例外は 、監査 ・コ
ンサルテ ィング ・会計 サー ビス(多 国籍 の5大法人が ロシア市場の60%を制圧)、 な らびに通信(40%以
上を制圧)で ある。WTOに 加 盟 して この状況が本質的に変わる可能性 は低い。
金融業界は特別の保護措 置を要求 してい る。実際、資本金額で ロシアの全銀 行は 「シテ ィバ ンク」1行
に も劣 る し、全保険会社 はスイ スの9チ ューー リッヒ」 に劣る。 しか し、この論拠 は、保護措置の必 要性
の根拠 にもなるが、 このセ クター の発展 のために外資導入を促進す る必 要性 の根拠 にもなる。
これ につ いては、銀行 セ クター の状況が特徴的で ある。EUと のパー トナー シップ ・協力協定に よ り、
ロシアはEU圏 の銀行 の子会社 に内国民待遇 を与えて いる。 しか し、ロシア市場 にお ける外 国銀行 資本









ロシアの大手商業銀行は外国資本を、現実の脅威 とい うよりもむ しろ潜在的な脅威 として見ている。
しかし、国内銀行はこれまで、経済における効率的な金融仲介という課題に完全に対応することができ









保険業について。 ロシアは、世界の大多数の国と比べて非常に リスクが高い。 しかし、国内の保険業





















同様の状況は、コンピュー ターサービス部門でも見られ る。 コンピューター ソフ ト開発部門も多国籍
企業の影響下で形成 された。全体 として国内企業は収益が上がってお り、急速に成長 している。
商墓塞 』_卸売業では、ロシア資本はほとんど独 占状態(99.7%)であるが、小売業では、外国の商
業網(「 ラムス トル」、 「メ トロ」、 「イケア」など)が ロシア資本を圧迫 している。WTOに 加盟す
れば、少な くとも大都市ではこの状況が続 くであろう。外国の投資は最近まで主としてモスクワ、ペテ
ルブルクに集中してお り、さらに、富裕層 を対象 としている。外国の会社が進出 してきて、この部門の










輸送サー ビス。海運、航空輸送は、WTOに 加盟 しなくても厳 しい国際競争の下で活動 している。水
運 とトラック輸送にかんしては、国内での外国輸送業者の活動に反対することは、ロシア側にとって不
利になるだろう。 トランジッ ト輸送を失 うことは、遺失利益すなわち、ロシアの荷物送出人、受取人に
とって輸送コス トが増大す ることを意味するのであり、つま り、ロシア経済に悪影響を与えるだろ う。
鉄道にっいて言えば、これは適切な輸送晶質、積荷の保全、迅速な配送を保証 していない。WTOに 加
盟し、 トランジット貨物 自由輸送体制が取 られれば、状態が根本的には変わらないとしても、ロシアの

















全体 として、WTO加 盟によりサー ビス業の分野でロシアが受 ける利益は、ありうる損失を凌駕 して






分野 とそれに対応 した ソフ ト開発、鉱物探査 ・採掘、原子力利用、航空機製造技術などである。世界の
ハイテク市場の統計では、ロシアは、武器 ・軍需技術、宇宙衛星打ち上げ、電気通信 ・ナビゲーション
装置製造などで登場する。ハイテク産業の最強の部分は、ロシア国防産業の輸出部門である。
ハイテク分野での統合 と協業のグローバルな過程、知的財産権 、ハイテク商品 ・サービスの世界市場
における 嚇 しいゲームのルール」は、WTOに よって形成 されている。 さらに、資本市場、特に外国




ハイテク分野に関連 して、 「民間航空機貿易に関する協定」への参加の問題がある。 この協定に参加
すれば、航空機製造への直接の国家支援はできな くなる。 しかし、この部門の発展のためには、広範な
国際的協業が必要である。
ロシアのIT産 業の状況は非常に矛盾 した ものである。一面では、高い積極性が見られ、情報関連会
社数が増大し、販売 ・技術サービスの高度に発達 したインフラが設立され、1998年の売上高は35億ドル
を超えてお り、これは、先進諸国の市場規模に匹敵する。他面では、コンピューター組み立てや コンピ
ューターネ ッ トワークのための部品、周辺機器、ならびに基本ソフ トは海外か ら輸入されている。 コン
ピューターや基本ソフ トの国内生産は国際競争に耐えられず、実際上、中断 してお り、輸出は行われて
いない。コンピューターの組み立て、応用 ソフ ト生産、コンピューターシステムの統合をおこな う何百






ある。 この面での法整備が必要であるが、それはTRIPS協 定に従 うべきである。
結論は次のとお りである。







(5)CIS諸 国 との 関 係
ロシアはWTOに 加盟 申請 してい るが、CIS諸 国、 と りわけユー ラシア経済共 同体諸 国 との特恵的
運商関係 を品持 しよ うと してい る。CISI2カ 国(ア ゼルバイ ジャ ン、アル メニア 、ベ ラルーシ、 グル
ジア、カザ フスタン、 キル ギス、モル ドヴァ、 ロシア 、タジキスタ ン、 トゥル クメニスタ ン、 ウズベ キ
ス タン、 ウクライナ)は 「自由貿 易地 域設立協定」(1994年締結 、1999年改正)を 締結 してい る。そ し
てそ の うち5カ国(ベ ラル ーシ、カザフスタン 、キル ギス、 ロシア 、タジキスタン)は 、 「関税同盟 ・単
一・経 済空間条約」(1999年)、 「ユー ラシア経 済共同体設立条約」(2000年)を締結 して いる。 また、
2002年か らモル ドヴァとウクライナがrユ ーラシア経 済共同体」 にオブザーバー参加 して いる
(htt://www.wto.ru/documents.as?f=trade&t=15;
htt://www.econom.ov.ru/merit/desn/Evec.htm)。
この ことの影 響は多義的 である。 一面では、 ロシアそ の他 のCIS諸 国のWTO加 盟 は、CIS諸 国
間の貿易関係 に一定 の 「規律 的」作用 をもた らす。他 面では、加盟 の際 に、 ロシアのCIS諸 国 との特
恵的貿易体制 の内容 が問題 にな り うる。ガ ッ ト第1条は一般 的最恵国待遇 を定めて いるが 、この原則 には
例外が設 け られ てお り、そのひ とっ が地 域統合 の場合で ある。ガ ッ ト第24条に より、次の2つの要件に適
合す る地域統合 がその対 象 とな る。① 域内 にお ける関税 その他の貿易障壁 は、すべて撤廃 されて いるこ
と。 ②域外諸 国に対 す る関税その他の貿易障壁 は、地域 統合 設立以前 よ り制 限的に ならな いこ と(経 済
産業省通 商政策 馬絹 、2002、194-196頁)。
現在 、 ロシア とCIS諸 国 との貿易 ・経 済関係には実際 に、第三国 には与え られ ない実質的な特恵が
存 在す る。 それ らの特恵の うち最 も重 要な ものは、二国間 協定 に基づ く自由な無関税貿易体制(例 外 あ
り)、 な らびに大部分の燃料 ・原料一 とくに石油 ・天然 ガスー の低価格 であ る。 ロシアな らびに特にC
IS諸 国は、政治的判断 だけでな く、経 済的判断か らも、特恵的相互 協力体 制の維 持 に関心 を持 ってい
る。実際 、この体 制は相 互間の貿易 ・経 済関係の維持 ・発展 の最重要の条件 である。CISの 市場 では、
一一215一
431ロ200410月
他の市場では販売が非常に困難なCIS諸 国商品 ・サー ビスのかな りの部分が販売されている。CIS
諸国との貿易ならびにその他の経済協力の形態は、ロシアにとって依然として意義がある。貿易総額で、
ClS域 内の貿易の割合は、2001年に180/・である。ロシアの対CIS諸 国輸出における機械 ・装置の割
合は20.4%であり、その他の諸国向け輸出では8.7%である。CIS諸 国内での貿易の価格を引き上げた
り、関税を引き上げた り、特別な決済方式(バー ター、内部振替価格貿易、相殺)を廃止 した りすると、
域内貿易は急激に縮小 し、先進国から高品質の製品がなだれ込んでくる。
WTO加 盟の結果、第三国との貿易関係が 自由化 され ることは、CIS諸 国にとって多義的である。
簸 、WTO非 加盟のCIS諸 国に対 して主要なWTO加 盟国は、WTO加 盟国間での関税の3倍かそれ
以上の関税を課 している。 したがって、国内生産者が西側諸国の市場に進出するためには、WTO加 盟
は必要である。 しか し、輸入関税を急激に引き下げれば、CIS諸 国間の貿易は甚大な被害を受ける。
近い将来にはそうならないであろうが。
CIS諸 国が相互調整をせずにWTOに 加入すると、CIS諸 国の統合過程が非常忙複雑になゐφ〉{も
しれない。WTO加盟の際の関税率や移行期間により、CISとサブリー ジョ;ンの機能の条件が変おる。
WTOと の関係でユーラシア経済共同体は大 きな問題に直面 ㌧ているn、キルギスが他の共同体諸国 と調
整せずに1998年にWTOに 加盟 したこと賦 、期 体の枠内での相互貿易に否 定的な影響を与えている。
キルギスを通って第三国の商品が共同体諸国に野放図に浸透 して く・る可能性を開いた。そして、キルギ
スがWTOに 対 して(と り1わ1錯国市場容 の第乞田 商品のヴクせズ の自由化の分野で)ハ イレベルの義
務を約束したこと:は先例ピな1ヴ、,ロツアを,含む他の共同体諸国のWTO加 盟交渉を複雑にした。ロシア
はキルギスの条件でWTOに 加盟することはないだろ う。 こうした関係を考慮す ると、WTO加 盟問題






ビス業への影響は基本的に好ましい ものである。 ロシアのサー ビス業は若 く、発達が遅れているので、









以上のよ うに'sWTO加盟がロシア経済に与える影響は多面的である。た しかにWTO加 盟による不
利益 もあるが、利益 もある。にもかかわらず、なぜこれほど加盟が遅れためか?そ してなぜ今、加盟
交渉は妥結 しそ うなのか?こ れ らの問題は、ロシアの経済 ・企業の特質にかかわるも'のと思われ る。
別稿(加 藤、2004)で検討 したい。
引 用 文 献
梅 津 和 郎(2002)fWTO加 盟 を め ぐ る ロ シ ア 新 興 財 閥 の 動 向 」(『 世 界 経 済 評 論 』2002年6月 号)。
遠 藤 寿 一(2002)「 ロ シ ア のWTO加 盟 問 題 一 ロ シ ア 国 内 に お け る 急 速 な 議 論 の 高 ま り 一 」(『 え 一 じ え っ
く ・れ ぽ 一 と 』)第'30号 。
加 藤 志 津 子(2004)「 ロ シ ア に お け るWTO加 盟 問 題 、」(『 経 営 論 集 』(明 治 大 学)第52巻 第1・2号 掲 載
予 定)
金 野 雄 五(2002a)『 ロ シ ア のWTO加 盟 を め ぐ る 諸 問 題 』(ス ラ ブ 研 究 セ ン タ ー 研 究 報 告 シ リー ズ 第87
号)北 海 道 大 学 ス ラ ブ 研 究 セ ン タ ー 。
金 野 雄 五(2002b)「ロ シ ア のWTO加 盟 交 渉 の 現 状 と 展 望j(『 ロ シ ア 東 欧 貿 易 調 査 月 報 』2002年10月 号)。
酒 井 明 司(2002)「 ロ シ ア のWTO加 盟 と そ の 産 業 へ の 効 果 」(『 ロ シ ア 東 欧 貿 易 調 査 月 報 』2002年10月
号)。









PoccHII,《《npo611eMblTeopllMnnpaKTHKIiy叩aBneHHfp)Ng3,2002(『ロ シ ア ・ユ ー ラ シ ア 経 済 調 査



















PoccHHKgneHerByBBTO,{{ilpo6neMbiTeopHHHnpalorrHKnyfipaBJIeHHfi>}NQ3,2002(『ロ シ ア ・





noTepH,《《fipo6neMblTeopHliHnpaKTvaKHynpaB皿eHusi>)Ng3,2002(『ロ シ ア ・ユ ■・一ーー ラ シ ア 経 済 調
査 資 料 』2003年1月 号 に 翻 訳 抜 粋).
htt://www.mofa.o.'/(日 本 外 務 省 の サ イ ト)
http://ww.wto.ru/〈 「ロ シ ア のwTo加 盟 の た め の 情 報 支 援 ビ ュ ー ロ ー 」 の サ イ ト〉
(か と う し つ こ)
一218一
